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１.貸借対照表 

貸 借 対 照 表 

(2026 年 3 月 31 日現在) 

 (単位：千円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

(資産の部)  (負債の部)  

流動資産 750,352 流動負債 385,742 

 現金及び預金 177,120  買掛金 131,714 

 売掛金 154,484  電子記録債務 4,335 

 電子記録債権 58,337  短期借入金 200,000 

 製品 251,347  1 年内返済予定長期借入金 21,432 

 原材料及び貯蔵品 15,194  未払金 13,317 

 前払費用 16,292  賞与引当金 8,127 

 未収入金 20,357  未払消費税 1,522 

 為替予約 53,984  その他 5,293 

その他 6,005    

 貸倒引当金 △2,771 固定負債 47,802  
  長期借入金 19,276 

固定資産 105,760 退職給付引当金 17,488 

 有形固定資産 6,423  受入保証金 1,050 

  建物附属設備 5,339  繰延税金負債 9,988 

  機械装置 0    

  工具器具備品 1,083 負債合計 433,545 

  (純資産の部)  

  株主資本 387,709  
   

 無形固定資産 918  資本金 10,000 

    ソフトウェア 700  資本準備金 10,000 

  電話加入権 218  その他資本剰余金 148,385  
  利益剰余金 219,324  
   その他利益剰余金 219,324 

 投資その他の資産 98,418    繰越利益剰余金 219,324 

差入保証金 64,242   

  長期未収入金 32,721 評価・換算差額等 34,857 

  ゴルフ会員権 1,454  繰延ヘッジ損益 34,857 

    

  純資産合計 422,567 

資産合計 856,112 負債・純資産合計 856,112 

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 



２.当期純損益金額  

 

 

  

当期純利益：5,053 千円  

  

３.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  
  (1)資産の評価基準及び評価方法 

   

    棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  

  ・製品及び原材料 総平均法による原価法 

   

  (2)固定資産の減価償却の方法  

   

  ①有形固定資産 定率法によっております。 

  ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備

を除く)並びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法によっております。 

   

  ②無形固定資産 定額法によっております。 

   

  (3)引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   

  ②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当 

  事行年度に負担すべき額を計上しております。 

   

  ③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給

付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

   

   

  (4)その他計算書類作成のための基本となる事項 

    

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

    

 以上 

    

  

 


